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東海4県の着工推移

出典：着工データ 国土交通省

詳細は国土交通省HPをご確認ください。https://www.mlit.go.jp/

国土交通省 2021年度建設投資見通し公表

これによれば、2021年度の建設投資
は前年度比2.9％増の62兆6,500億円

と、昨年の減少から再び上昇に転ずる
との見通しが示されました（図１）。この
うち、政府投資が24兆5,300億円（前
年度比2.4％増）、民間投資が38兆
1,200億円（同3.2％増）となり、政府・

民間ともに増加に転じました。建築・土
木別に見ると、建築投資が38兆3,500

億円（同2.2％増）、土木投資が24兆
3,000億円（同4.0％増）となりました。

国土交通省は10月19日、2021年度の建設投資見通しを公表しました。

図1．建設投資額（名目値）の推移



詳細は国土交通省HPをご確認ください。https://www.mlit.go.jp/

(公社)日本建築士会連合会と建築物木材利用促進協定を締結

国土交通省は、令和３年 10 月１日に施行された「脱炭素社会の実現に資する等のための
建築物等における木材の利用の促進に関する法律」第 15 条第１項に基づき、令和３年 11 

月 20 日に(公社)日本建築士会連合会と建築物木材利用促進協定を締結すると発表しました。
建築物木材利用促進協定制度により国が締結する協定の第１号です。

国と(公社)日本建築士会連合会が締結する協定の概要

協定の名称 木造建築物の設計・施工に係る人材育成等に関する建築物木材
利用促進協定

対象区域 全国
有効期間 締結の日から、令和 7 年 3 月 31 日まで
団体の名称等公益社団法人日本建築士会連合会 （会長近角眞一）

1.建築士会連合会の木材利用の促進に関する構想の内容
木造建築物の設計・施工に係る人材育成や木造建築物の普及活動等を推進す
ることにより、わが国の建築物における木材の利用の促進に貢献する。
2.構想の達成に向けた取組の内容
・中大規模木造設計セミナーの開催
・「木の建築賞」（表彰制度）の実施
・川上、川中、川下が連携した木造建築技術者の育成
・都道府県建築士会と地方公共団体との協定の締結の働きかけ 等

3.構想の達成のための国による支援
・講師の派遣等による情報提供
・建築士会連合会の取組の周知・広報に関する協力
・都道府県建築士会と地方公共団体との協定締結等の連携の促進 等

内容

■木材利用促進法と協定制度について
木材利用の拡大により 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献すること等を
目的に、令和 ３年６月に、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法
律」が改正され、法律の名称 が「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物
等における木材の利用の促進に関する法律」（以 下「木材利用促進法」という。）
に変わりました。 今般の法改正では、建築主や建築物に関係する事業者・団体
が、建築物における木材利用の促 進に関する構想を実現するため、国又は地方
公共団体と協定を締結できる建築物木材利用促進協 定制度が創設されました。

（参考）木材利用促進法について右記のHPをご参照ください。 https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/koukyou/


